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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

     ２．第65期中及び第65期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

３．第66期中以降第67期中までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中

間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第67期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。  

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 247,421 258,740 245,676 505,461 517,275 

経常利益又は経常損失（△）（百万

円） 
4,158 8 465 6,510 △2,532 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円) 
2,732 △1,394 △1,479 4,872 △8,371 

純資産額（百万円） 122,815 125,103 117,674 125,843 121,147 

総資産額（百万円） 228,166 245,988 242,306 237,865 243,050 

１株当たり純資産額（円） 589.35 600.40 561.57 603.93 581.45 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当り中間（当期）純損失金

額（△）（円） 

13.11 △6.69 △7.10 23.38 △40.17 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 53.83 50.86 48.28 52.91 49.84 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△8,733 △12,844 1,349 3,804 △2,820 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△2,477 △6,916 △1,396 △5,354 △12,833 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,623 5,723 △1,743 △2,949 5,669 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
13,772 10,150 12,519 24,098 14,342 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

5,684 

[6,749] 

5,471 

[8,402] 

5,461 

[8,838] 

5,569 

[7,055] 

5,493 

[8,694] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．中間配当制度は採用しておりません。 

     ３．第65期中及び第65期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

４．第66期中以降第67期中までの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中

間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 209,484 214,160 201,374 422,292 423,306 

経常利益又は経常損失（△） 

(百万円) 
2,781 △660 397 2,576 △4,033 

中間（当期）純利益又は中間（当

期）純損失（△）（百万円) 
1,885 △1,235 △1,695 1,574 △11,861 

資本金(百万円) 22,415 22,415 22,415 22,415 22,415 

発行済株式総数（株） 210,482,533 210,482,533 210,482,533 210,482,533 210,482,533 

純資産額(百万円) 121,231 120,217 108,290 121,507 111,724 

総資産額(百万円) 202,091 216,136 209,293 207,801 208,835 

１株当たり純資産額（円） 581.74 576.95 519.76 583.12 536.22 

１株当たり中間（当期）純利益金額

又は１株当たり中間（当期）純損失

金額（△）（円） 

9.05 △5.93 △8.14 7.56 △56.92 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 8.00 4.00 

自己資本比率（％） 59.99 55.62 51.74 58.47 53.49 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

2,137 

[1,768] 

2,133 

[1,913] 

2,127 

[1,794] 

2,111 

[1,781] 

2,126 

[1,908] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新規設立により伊藤食品商貿（上海）有限公司が増加しております。 

 また、伊藤ハム販売中部㈱及び伊藤ハム販売関西㈱は、伊藤ハム販売関東㈱と合併したため減少しております。な

お、伊藤ハム販売関東㈱は社名を伊藤ハム販売㈱に変更しております。 

 伊藤ハム首都圏ミート販売㈱は、伊藤ハム関東ミート販売㈱と合併したため減少しております。なお、伊藤ハム関

東ミート販売㈱は社名を伊藤ハムミート販売東㈱に変更しております。 

    また、伊藤ハム関西ミート販売㈱は、伊藤ハム中部ミート販売㈱、伊藤ハム九州ミート販売㈱及び沖縄伊藤ハム㈱

の３社と平成18年10月１日付で合併しております。なお、伊藤ハム関西ミート販売㈱は社名を伊藤ハムミート販売西

㈱に変更しております。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの当社グループへの

出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（常用パート、パートタイマー）は、当中間連結会計期

間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

    ２．全社共通ほか部門として記載されている従業員数は、特定の部門に区分できない管理部門等に所属している

ものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（常用パート、パートタイマー）は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してお

ります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

ハム・ソーセージ製造 1,139 （1,987） 

調理加工食品製造 380 （1,436） 

生肉製造 480 （896） 

ハム・ソーセージ、調理加工食品販売 2,079  （3,483） 

生肉販売 992 （125） 

全社共通ほか 391 （911） 

合計 5,461 （8,838） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 2,127 （1,794） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の当業界は、輸入豚肉の高値継続、原油価格の高騰による包材価格や配送コストの値上がり

等、厳しい経営環境の中、昨年に引き続き採算面において非常に厳しい状況のまま推移いたしました。 

 このような状況の中で当社グループは、７月１日よりハム・ソーセージ及び調理加工食品について７％～12％

（平均10％）の値上げを実施するとともに、「再生プラン」の実行により採算性の向上に注力してまいりました。

 ＩＨＰＳ（伊藤ハム・プロダクション・システム）活動を基本にしたマネジメント能力の強化やアイテム数の削

減を進め、８月には中部プラントを閉鎖してピザ生産体制の集中化を図るなど、ハム・ソーセージ及び調理加工食

品の採算性向上を推進いたしました。さらに、ノン・コア及び不採算事業撤退の一環として、９月末までにネット

事業から撤退し、飲食店５店舗を閉鎖いたしました。 

 しかしながら、一方では厳しい市場環境の中で輸入食肉の売上が減少、素牛価格の高騰による豪州での畜産事業

の採算性が悪化するなど、生肉事業は厳しい状況が続きました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期より130億６千３百万円減少して2,456億７千６百万円（前年

同期比5.0％減）となりました。利益につきましては、減収により売上総利益が前年同期より１億８千６百万円減

少しましたが、「再生プラン」の着実な実行の結果、ハム・ソーセージ及び調理加工食品のコスト改善により、売

上総利益率は0.9％改善いたしました。また、販売費及び一般管理費が12億８千６百万円減少したことにより、営

業利益は前年同期より10億９千９百万円増加して４億７千８百万円（前年同期は６億２千１百万円の損失）、経常

利益は前年同期より４億５千７百万円増加して４億６千５百万円（前年同期は８百万円の利益）となりました。 

 また、特別損益は、「再生プラン」の実行にともない、中部プラントの減損損失等10億５千１百万円ほかの事業

再生費用11億２千１百万円を特別損失に計上したため、税金等調整前中間純利益は６億５千９百万円の損失（前年

同期は13億５百万円の損失）、中間純利益は14億７千９百万円の純損失（前年同期は13億９千４百万円の純損失）

となりました。 

[事業部門別の概況] 

 ハム・ソーセージ部門 

 ハム・ソーセージ部門は、昨秋発売した「マジ旨あらびき」「こく旨あらびき」の２品が好調に推移するととも

に、中食・外食市場に向け業務用商品の拡大に努めました。 

 また、厳しい原料事情に対応するため、価格改定により７％～12％（平均10％）の値上げを７月１日より実施さ

せていただきました。 

 この結果、この部門の売上高は611億８千１百万円（前年同期比0.2％減）となりました。 

 生肉部門 

 生肉部門の内、国産食肉は国内随一の供給量を誇る「黒豚」及び、トレーサビリティの拡充を図った国産銘柄牛

の拡販に努め、順調に推移いたしました。 

 一方、輸入食肉は、牛肉は国際的な需給の逼迫により豪州産牛肉の価格が上昇し、国産牛肉との市場競争が厳し

く、また、鶏肉は輸入量の増加に伴う市場価格下落による影響で、それぞれ販売量が減少いたしました。 

 この結果、この部門の売上高は1,289億１千万円（前年同期比9.5％減）となりました。 

 調理加工食品ほか部門 

 調理加工食品部門は、伸長する中食・外食市場に向けて、惣菜とカジュアルフードの売上拡大に努めました。特

に「とんかつ」「ハンバーグ」等の惣菜類を中心に売上を伸ばし、この部門の売上高は364億３千８百万円（前年

同期比0.9％増）となりました。 

 また、乳製品事業、医薬品事業、外食事業など、その他の売上高は191億４千５百万円（前年同期比1.1％増）と

なりました。 

 この結果、この部門全体の売上高は555億８千４百万円（前年同期比1.0％増）となりました。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加が

あったものの、非資金項目の減価償却費とたな卸資産の減少並びに仕入債務の増加による収入を反映した結果、前

中間連結会計期間末に比べ23億６千９百万円増加し、当中間連結会計期間末には125億１千９百万円となりまし

た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動の結果増加した資金は13億４千９百万円（前年同期は128億４千４百万円

の使用）となりました。これは主に、非資金項目の減価償却費33億１千６百万円と仕入債務の増加39億２千万円並

びにたな卸資産の減少30億４千３百万円の増加要因と売上債権の増加86億３千５百万円による減少要因を反映した

ものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は13億９千６百万円（前年同期は69億１千６百万円の

使用）となりました。これは主に、既設工場の増強等有形固定資産の取得による支出20億４千６百万円があったこ

とによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は17億４千３百万円（前年同期は57億２千３百万円の

増加）となりました。これは主に、配当金の支払いによる支出８億３千３百万円と借入金の純減少による支出８億

８千６百万円があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ハム・ソーセージ（百万円） 35,473 93.3 

生肉（百万円） 46,167 104.3 

調理加工食品ほか（百万円） 26,012 99.0 

合計（百万円） 107,652 99.2 

事業部門別 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

ハム・ソーセージ（百万円） 61,181 99.8 

生肉（百万円） 128,910 90.5 

調理加工食品ほか（百万円） 55,584 101.0 

合計（百万円） 245,676 95.0 



３【対処すべき課題】 

 当グループの平成16年度から平成18年度までの３ヶ年グループ中期経営計画は、原材料費の高騰等の経営環境の急

激な変化の影響を受けて計画の目標達成が困難な状況となりました。この経営状況から速やかに脱却するとともに、

経営体質の改善を図り、企業体力を回復させるために、平成19年３月期より平成20年３月期までの二事業年度におけ

る「伊藤ハムグループ再生プラン」を策定いたしました。 

    ＜再生プランの概要＞ 

  （イ）基本戦略と重点施策 

     （１）コスト削減 

        固定費の削減（拠点の閉鎖・統廃合、人件費の削減） 

        コストダウンマネジメントの徹底、物流コスト削減 

     （２）加工食品事業（ハム・ソーセージ、調理加工食品）の利益率改善 

        ７月１日より価格改定実施 

        アイテムの削減による生産効率のアップ 

     （３）コア事業への集中 

        ノン・コア事業及び不採算事業の売却・撤退・縮小 

     （４）生肉事業の利益改善 

        海外牛肉生産事業の利益改善 

     （５）フリー・キャッシュフローの確保 

        営業利益の拡大、在庫圧縮、事業及び不動産などの売却 

  

  （ロ）目標とする経営指標（平成20年３月期） 

                                     （百万円） 

  

      なお、目標とする経営指標につきましては、当社グループが当中間連結会計期間末現在で入手可能な情報に基づき

作成したものですが、リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は、当社グループの事業を取り巻く経済情

勢、市場の動向、為替レート、獣疫など様々な要因により、予想値と大きく異なる可能性があります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発については、基礎研究を中央研究所が行い、全社的な商品開発は、生産事業部が中心とな

り、マーケティング部門と連携を取りながら新商品の企画立案、商品化を推進しております。 

 中央研究所では、食肉及び食肉製品を対象に、「安全・安心・健康」をキーワードとした基礎研究を中心に研究を

進めております。 

 また、センシング技術により、こく味、後味の良さ、まろやかさといった客観性に欠ける味の数値化を目指してお

ります。さらには、（独）科学技術振興機構が助成する産学共同シーズイノベーション化事業に参画し、「超高圧を

利用した食肉加工品の開発」に取り組んでおります。 

 商品開発の分野では、コア事業に立ち帰り、商品開発に取り組んでまいりました。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は542百万円であります。 

  連結 単体 

 売上高 510,000 423,000 

 営業利益 3,500 1,000 

 経常利益 5,000 2,500 

 当期純利益 2,500 1,000 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、改修について重要な変更はあ

りません。 

  なお、当中間連結会計期間において、新たに策定いたしました「伊藤ハムグループ再生プラン」にともなう設

備の除却及び売却等の計画は次のとおりであります。 

（百万円） 

  （注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

会社名 

事業所名 
所在地 事業部門の名称 設備の内容 帳簿価額 

除却及び売却

等の予定年月

当社 

中部プラント 

愛知県 

豊橋市 
調理加工食品 

調理加工食品製造設備の 

除却及び売却等 
1,203 未定 

 ＩＨミートソリューション 

 埼玉パックセンター 

埼玉県 

坂戸市 
生肉 

生肉製造設備の 

除却及び売却等 
660 〃 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 342,013,000 

計 342,013,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 210,482,533 210,482,533 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 210,482,533 210,482,533 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日  

～  

平成18年９月30日  

－ 210,482,533 － 22,415 － 24,020 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記、財団法人伊藤記念財団は、故創業者伊藤傅三が、その私財を寄付することにより食肉に関する研究及

び調査を行い、畜産業及び食品産業の振興と国民食生活の安定に資することを目的として設立された公益法

人であります。 

２．上記、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式

数全ては、信託業務に係るものであります。 

３．上記、株式会社みずほコーポレート銀行の所有株式数のうち退職給付信託に係る株式が1,260千株含まれて

おります。 

４．上記、財団法人伊藤文化財団は、故創業者伊藤傳三が、その私財を寄付することにより兵庫県民の芸術文化

  に関する知識及び教養の普及向上に寄与することを目的として設立された公益法人であります。 

５．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及び共同保有者である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱Ｕ

ＦＪ信託銀行株式会社、エム・ユー投資顧問株式会社、三菱ＵＦＪ証券株式会社から、平成18年８月15日付

で提出された大量保有報告書により平成18年７月３１日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況には含めておりません。  

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 14,278 6.78 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 12,256 5.82 

財団法人伊藤記念財団 東京都港区虎ノ門５丁目３－20 12,000 5.70 

藤栄商事株式会社 神戸市灘区備後町３丁目２－１ 10,005 4.75 

伊藤 研一 東京都渋谷区 8,251 3.92 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３－１ 7,656 3.63 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４－２ 7,099 3.37 

株式会社みずほコーポレート
銀行 

東京都中央区晴海１丁目８－12 6,303 2.99 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 6,303 2.99 

財団法人伊藤文化財団 神戸市中央区小野柄通７丁目１－１ 6,200 2.94 

計 － 90,354 42.92 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（株）  

株券保有割合 

（％）  

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 6,303,000 2.99 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 2,355,000 1.12 

 エム・ユー投資顧問株式会社  東京都中央区日本橋室町３丁目２－15 37,000 0.02 

 三菱ＵＦＪ証券株式会社  東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 17,935 0.01 

 計 － 8,712,935 4.14 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株（議決権の数

 11個）含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の

数１個）あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式

の中に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は㈱東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

2,135,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

207,680,000 
207,680 － 

単元未満株式 
普通株式 

667,533 
－ 

１単元（1,000株） 

未満の株式 

発行済株式総数 210,482,533 － － 

総株主の議決権 － 207,680 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

伊藤ハム株式会社 
神戸市灘区備後町３
丁目２－１ 

2,134,000 － 2,134,000 1.01 

アンズコフーズ株式会社 
東京都港区虎ノ門３
丁目17－１ 

1,000 － 1,000 0.00 

計 － 2,135,000 － 2,135,000 1.01 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 492 487 493 469 467 507 

最低（円） 448 436 449 436 422 451 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   10,308 12,696   14,467 

２ 受取手形及び売掛
金 

※５    54,214 58,683   50,322 

３ 有価証券      － 300   － 

４ たな卸資産     60,488 52,836   55,967 

５ その他     6,913 3,882   2,822 

貸倒引当金     △425 △292   △356 

流動資産合計     131,500 53.5 128,105 52.9   123,223 50.7

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１ 建物及び構築物 ※２ 26,180   24,892 26,004   

２ 機械装置及び運
搬具 

  19,643   18,516 20,060   

３ 土地 ※２ 21,454   20,874 21,195   

４ その他   1,888 69,165 1,489 65,774 1,522 68,782 

(2）無形固定資産     1,393 1,242   1,433 

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券 ※２ 30,179   32,031 34,660   

２ その他   14,159   16,295 16,595   

貸倒引当金   △410 43,929 △1,143 47,184 △1,645 49,610 

固定資産合計     114,488 46.5 114,201 47.1   119,826 49.3

資産合計     245,988 100.0 242,306 100.0   243,050 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    43,977 47,800   43,879 

２ コマーシャルペー
パー 

    9,000 －   － 

３ 短期借入金     8,683 8,050   8,943 

４ １年以内に返済予
定の長期借入金 

    984 1,125   1,071 

５ １年以内償還予定
の社債 

    20 20   20 

６ 未払金     13,901 11,462   11,215 

７ 未払法人税等     648 698   499 

８ 賞与引当金     2,926 2,803   2,867 

９ その他     4,122 4,635   3,648 

流動負債合計     84,265 34.2 76,595 31.6   72,144 29.7

Ⅱ 固定負債           

１ 社債     15,080 15,060   15,070 

２ 長期借入金     14,562 23,150   23,316 

３ 退職給付引当金     1,543 1,348   1,532 

４ 役員退職慰労引当
金 

    814 714   894 

５ その他     4,104 7,762   8,280 

固定負債合計     36,105 14.7 48,036 19.8   49,094 20.2

負債合計     120,371 48.9 124,632 51.4   121,239 49.9

（少数株主持分）           

少数株主持分     513 0.2 － －   663 0.3

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     22,415 9.1 － －   22,415 9.2

Ⅱ 資本剰余金     24,020 9.8 － －   24,020 9.9

Ⅲ 利益剰余金     72,448 29.4 － －   65,472 26.9

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    6,822 2.8 － －   9,047 3.7

Ⅴ 為替換算調整勘定     179 0.1 － －   979 0.4

Ⅵ 自己株式     △782 △0.3 － －   △786 △0.3

資本合計     125,103 50.9 － －   121,147 49.8

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    245,988 100.0 － －   243,050 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  22,415 9.2  － － 

２ 資本剰余金    － －  24,020 9.9  － － 

３ 利益剰余金    － －  63,159 26.1  － － 

４ 自己株式    － －  △790 △0.3  － － 

株主資本合計    － －  108,804 44.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  8,032 3.3  － － 

２ 繰延ヘッジ損益    － －  57 0.0  － － 

３ 為替換算調整勘定    － －  108 0.1  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  8,197 3.4  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  672 0.3  － － 

純資産合計    － －  117,674 48.6  － － 

負債純資産合計    － －  242,306 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     258,740 100.0 245,676 100.0   517,275 100.0 

Ⅱ 売上原価     210,776 81.5 197,899 80.6   420,571 81.3

売上総利益     47,963 18.5 47,777 19.4   96,704 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   48,584 18.8 47,298 19.2   100,641 19.5

営業利益     － － 478 0.2   － －

営業損失      621 △0.3 － －   3,936 △0.8

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   59   71 138   

２ 受取配当金   130   153 186   

３ 賃貸料   307   314 650   

４ 持分法による投資
利益 

  362   － 1,031   

５ その他   357 1,217 0.5 303 842 0.3 681 2,689 0.5

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   449   483 916   

２ 不動産費用   68   86 197   

３ 持分法による投資
損失 

  －   165 －   

４ その他   69 587 0.2 119 854 0.3 172 1,285 0.2

経常利益     8 0.0 465 0.2   － －

経常損失      － － － －   2,532 △0.5

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 91   149 95   

２ 投資有価証券売却
益 

  －   5 87   

３ 厚生年金基金代行
返上益 

※７ 678   － 678   

４ 貸倒引当金戻入益   －   67 20   

５ その他   96 866 0.3 － 222 0.1 8 892 0.2

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却損 ※３ 60   25 121   

２ 固定資産除却損 ※４ 259   138 592   

３ 減損損失 ※５ 1,791   － 1,791   

４ 事業再生費用 ※８ －   1,121 －   

５ その他   68 2,180 0.8 61 1,347 0.6 162 2,667 0.5

税金等調整前中間 
（当期）純損失  

    1,305 △0.5 659 △0.3   4,307 △0.8

法人税、住民税及び
事業税 

※６ 42   790 1,151   

法人税等調整額   － 42 0.0 － 790 0.3 2,859 4,010 0.8

少数株主利益     46 0.0 30 0.0   52 0.0

中間（当期）純損失 
  

    1,394 △0.5 1,479 △0.6   8,371 △1.6

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

  中間連結剰余金計算書   

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高     24,020 24,020

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    24,020 24,020

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高     75,510 75,510

Ⅱ 利益剰余金減少高     

１ 中間（当期）純損失   1,394 8,371

２ 配当金   1,667 3,061 1,667 10,038

Ⅲ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    72,448 65,472

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
22,415 24,020 65,472 △786 111,121 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）（注）     △833   △833 

中間純損失（百万円）     △1,479   △1,479 

自己株式の取得（百万円）       △3 △3 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － △2,313 △3 △2,316 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
22,415 24,020 63,159 △790 108,804 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
9,047 － 979 10,026 663 121,811 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（百万円）（注）           △833 

中間純損失（百万円）           △1,479 

自己株式の取得（百万円）           △3 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△1,015 57 △870 △1,828 8 △1,820 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△1,015 57 △870 △1,828 8 △4,136 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
8,032 57 108 8,197 672 117,674 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

税金等調整前中間（当期）
純損失（△） 

△1,305 △659 △4,307

減価償却費 3,272 3,316 7,076

減損損失  1,791 － 1,791

事業再生費用 － 1,121 －

長期前払費用償却額 40 40 89

退職給付引当金の減少額 △513 △183 △524

貸倒引当金の増減額 △726 △565 439

受取利息及び受取配当金 △189 △224 △324

支払利息 449 483 916

持分法による投資損益 △362 165 △1,031

投資有価証券評価損 11 53 30

固定資産売却損益 △31 △123 25

固定資産除却損 135 114 393

売上債権の増減額 △1,980 △8,635 1,345

たな卸資産の増減額 △11,247 3,043 △6,517

仕入債務の増加額 1,296 3,920 1,186

未払消費税等の増減額 135 766 △21

その他 △2,187 △380 △1,237

小計 △11,409 2,251 △669

利息及び配当金の受取額 281 331 689

利息の支払額 △479 △484 △919

法人税等の支払額 △1,488 △973 △2,173

法人税等の還付額 251 225 251

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

△12,844 1,349 △2,820

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

定期預金の預入れによる支
出 

△70 △121 △120

定期預金の払戻しによる収
入 

117 70 205

有形固定資産の取得による
支出 

△6,937 △2,046 △12,740

有形固定資産の売却による
収入 

250 214 572

無形固定資産の取得による
支出 

△120 △48 △336

投資有価証券の取得による
支出 

△48 △235 △93

投資有価証券の売却及び償
還による収入 

20 16 194

連結子会社株式の追加取得
による支出  

△293 － △331

貸付けによる支出 △888 △1,074 △1,824

貸付金の回収による収入 738 781 1,618

その他 316 1,046 22

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

△6,916 △1,396 △12,833

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

短期借入金の純減少額 △1,288 △777 △1,268

長期借入れによる収入 300 395 9,779

長期借入金の返済による支
出 

△708 △504 △1,380

コマーシャルペーパーの純
増加額  

9,000 － －

社債の発行による収入  10,100 － 10,100

社債の償還による支出  △10,000 △10 △10,010

少数株主からの払込みによ
る収入  

－ － 134

自己株式の取得による支出 △4 △3 △9

配当金の支払額 △1,666 △833 △1,667

少数株主への配当金の支払
額 

△8 △10 △8

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

5,723 △1,743 5,669

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

89 △31 228

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △13,947 △1,822 △9,756

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

24,098 14,342 24,098

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※ 10,150 12,519 14,342

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

 子会社はすべて連結されており

ます。当該連結子会社は、伊藤ハ

ムデイリー㈱、伊藤ハム関東ミー

ト販売㈱、ＩＴＯＨＡＭ ＡＭＥ

ＲＩＣＡ，ＩＮＣ．ほか39社であ

ります。なお、当中間連結会計期

間における連結子会社の減少は、

連結子会社間の合併によるデイリ

ー物流㈱、（旧）伊藤ハム物流

㈱、九州フレッシュパック㈱、越

谷畜産加工㈱の４社であります。 

１．連結の範囲に関する事項 

 子会社はすべて連結されており

ます。当該連結子会社は、伊藤ハ

ムデイリー㈱、伊藤ハムミート販

売東㈱、ＩＴＯＨＡＭ ＡＭＥＲ

ＩＣＡ，ＩＮＣ．ほか37社であり

ます。なお、当中間連結会計期間

における連結子会社の増加は、新

規設立による伊藤食品商貿（上

海）有限公司の１社であり、減少

は連結子会社間の合併による伊藤

ハム販売中部㈱、伊藤ハム販売関

西㈱、伊藤ハム首都圏ミート販売

㈱の３社であります。 

 また、伊藤ハム販売関東㈱は伊

藤ハム販売㈱に、伊藤ハム関東ミ

ート販売㈱は伊藤ハムミート販売

東㈱にそれぞれ社名を変更してお

ります。 

１．連結の範囲に関する事項 

 子会社はすべて連結されており

ます。当該連結子会社は、伊藤ハ

ムデイリー㈱、伊藤ハム関東ミー

ト販売㈱、ＩＴＯＨＡＭ ＡＭＥ

ＲＩＣＡ，ＩＮＣ．ほか39社であ

ります。なお、当連結会計年度に

おける連結子会社の増加は、新規

設立による伊藤食品（北京）有限

公司、伊藤生命科技（上海）有限

公司の２社であり、減少は連結子

会社間の合併によるデイリー物流

㈱、（旧）伊藤ハム物流㈱、九州

フレッシュパック㈱、越谷畜産加

工㈱及び清算による関西フレッシ

ュパック㈱、東北フレッシュパッ

ク㈱の６社であります。 

 また、アイエイチ物流サービス

㈱は伊藤ハム物流㈱に、関東フレ

ッシュパック㈱はＩＨミートソリ

ューション㈱に、中部フレッシュ

パック㈱はＩＨミートパッカー㈱

にそれぞれ社名を変更しておりま

す。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用しており

ます。持分法適用会社は㈱江戸清

ほか11社であります。 

 持分法適用に当たり発生した投

資差額は、発生日以降５年間で均

等償却しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用しており

ます。持分法適用会社は㈱江戸清

ほか12社であります。 

 なお、当中間連結会計期間にお

ける持分法適用会社の増加は、株

式取得による㈱東冷の１社であり

ます。 

 持分法適用に当たり発生した投

資差額は、発生日以降５年間で均

等償却しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 関連会社に対する投資について

は、すべて持分法を適用しており

ます。持分法適用会社は㈱江戸清 

ほか11社であります。 

 持分法適用に当たり発生した投

資差額は、発生日以降５年間で均

等償却しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日は、在

外会社６社を除きすべて中間連結

決算日と同一であります。 

 なお、ＩＴＯＨＡＭ  ＡＭＥＲ

ＩＣＡ，ＩＮＣ．他５社の中間決

算日は６月30日であり、同日現在

の中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日は、在

外会社９社を除きすべて中間連結

決算日と同一であります。 

 なお、ＩＴＯＨＡＭ ＡＭＥＲ

ＩＣＡ，ＩＮＣ．他８社の中間決

算日は６月30日であり、同日現在

の中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。   

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の決算日は、在外会

社８社を除きすべて連結決算日と 

同一であります。 

 なお、ＩＴＯＨＡＭ ＡＭＥＲ

ＩＣＡ，ＩＮＣ．他７社の決算日

は12月31日であり、同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。   

４．会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

４．会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

４．会計処理基準に関する事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

 時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

 国内会社は製品・商品は先

入先出法による原価法（販売

用食肉は、月別移動平均法に

よる原価法、販売用不動産は

個別法による原価法）、原材

料（肥育牛除く）・仕掛品・

貯蔵品は月別移動平均法によ

る原価法、肥育牛は個別法に

よる原価法によっており、在

外連結子会社は低価法によっ

ております。 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

国内会社 

定率法（生物は定額法）

ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）につ

いては、定額法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

  

在外会社 

定率法及び定額法 

なお、主な資産の耐用年数は

次のとおりであります。 

  

  

  

  

  

  

建物及び構築物 

15年～50年 

機械装置及び運搬具 

4年～ 9年 

    

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基

づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、当社及び

国内連結子会社は、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

 また、在外連結子会社は相

手先毎に回収不能見込額を計

上しております。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支払に備える

ため、当社及び国内連結子会

社は、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内連結子会

社は、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年～15

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 過去勤務債務は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年～15年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生した連結会計

年度より費用処理することと

しております。 

 なお、在外連結子会社には

退職金制度がありません。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当社及び国内連結子会

社は、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（12年～15

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 過去勤務債務は、各連結会

計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年～15年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生した連結会計

年度より費用処理することと

しております。 

 年金基金の代行部分につい

ては、平成17年３月１日に厚

生労働大臣から過去分返上の

認可を受け、新企業年金基金

制度に移行しておりました

が、平成17年７月13日に国に

返還額（最低責任準備金）の

納付を行いました。 

 なお、在外連結子会社には

退職金制度がありません。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）の

退職慰労金の支払に備えるた

め、当社及び国内連結子会社

の一部は、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）の

退職慰労金の支払に備えるた

め、当社及び国内連結子会社

の一部は、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は各子会

社等の中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債並びに収益及び費用は各子会

社等の中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分に

含めております。 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債並

びに収益及び費用は各子会社等

の決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(ホ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ホ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。 

 なお、為替予約取引につい

て振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を行っ

ております。また、金利スワ

ップ取引について特例処理の

要件を充たしている場合には

特例処理を行っております。 

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ヘ）重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   外貨建予定

取引 

金利スワップ   借入金利息 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 

 為替予約は為替変動リスク

をヘッジするため、金利スワ

ップは金利変動リスクを回避

する手段として、実需の範囲

内で行うこととし、投機目的

の取引は行わない方針であり

ます。また、社内管理基準に

基づき、資金担当部門にて一

元管理を行うリスク管理体制

をとっております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引は原則的に将

来の仕入予定に基づくもので

あり、実行の可能性が極めて

高いため、有効性の判定は省

略しております。 

 また、金利スワップ取引は

特例処理の要件を充たしてい

るため有効性の判定は省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(ト）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

(ト）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、中間連

結貸借対照表上流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

損失は17億９千１百万円増加してお

ります。 

   なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。  
  

―───── 

  

  

  

  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

17年４月１日以降開始する連結会計

年度から実施されることに伴い、当

連結会計年度より当該会計基準及び

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前当期純損失は17

億９千１百万円増加しております。 

   なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。  

 ――――――  

  

  

  

  
  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。  

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は116,944百万円でありま

す。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改

正に伴い、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

 ―――――― 

  

  

  
  

 ――――――  

  

  

  
  

（企業結合に係る会計基準等） 

  当中間連結会計期間より、「企業

結合に係る会計基準」（企業会計審

議会 平成15年10月31日）及び「事

業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号 平成17年12月27

日）並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号 

平成17年12月27日）を適用しており

ます。 

 なお、これによる損益に与える影

響はありません。  

 ―――――― 

  

  

  
  



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

──────   （中間連結損益計算書） 

 「貸倒引当金戻入益」は、当中間連結会計期間にお 

いて特別利益の総額の100分の10を超えたため区分掲記

いたしました。 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  114,028百万円    117,205百万円    115,318百万円

※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 ※２．担保提供資産 

現金及び預金 120百万円

建物及び構築物  2,339 

土地  502 

投資有価証券  300 

計 3,262百万円

現金及び預金    120百万円

建物及び構築物      2,255 

土地  502 

投資有価証券  300 

計      3,178百万円

現金及び預金    120百万円

建物及び構築物      2,294 

土地  502 

投資有価証券  300 

計      3,217百万円

 上記資産について、取引保証120百万

円、短期借入金450百万円、１年以内に

返済予定の長期借入金286百万円、長期

借入金1,175百万円及びギフト券発行残

高98百万円の担保に供しております。 

 上記資産について、取引保証120百万

円、短期借入金491百万円、１年以内に

返済予定の長期借入金281百万円、長期

借入金871百万円及びギフト券発行残高

95百万円の担保に供しております。 

 上記資産について、取引保証120百万

円、短期借入金523百万円、１年以内に

返済予定の長期借入金279百万円、長期

借入金896百万円及びギフト券発行残高

101百万円の担保に供しております。 
    

 ３．偶発債務 

 ㈲環境ファームの銀行借入1,599百万

円、協栄ファーム㈲の銀行借入133百万

円、及び関連会社であるＦＩＶＥ ＳＴ

ＡＲ ＢＥＥＦ ＬＴＤ．の銀行借入 

609百万円、ＭＣＫＥＹ ＦＯＯＤ Ｓ

ＥＲＶＩＣＥＳ ＬＴＤ．の銀行借入 

69百万円、その他１件の銀行借入66百

万円に対し債務保証を行っておりま

す。 

 ３．偶発債務 

 ㈲環境ファームの銀行借入2,120百万

円、協栄ファーム㈲の銀行借入80百万

円、及び関連会社であるＦＩＶＥ ＳＴ

ＡＲ ＢＥＥＦ ＬＴＤ．の銀行借入 

497百万円、ＩＴＯＨＡＭ ＮＥＷ Ｚ

ＥＡＬＡＮＤ ＬＴＤ．の銀行借入 

221百万円、その他３件の銀行借入190

百万円に対し債務保証を行っておりま

す。 

 ３．偶発債務 

 ㈲環境ファームの銀行借入1,920百万

円、協栄ファーム㈲の銀行借入80百万

円、及び関連会社であるＦＩＶＥ Ｓ

ＴＡＲ ＢＥＥＦ ＬＴＤ．の銀行借

入528百万円、ＩＴＯＨＡＭ ＮＥＷ 

ＺＥＡＬＡＮＤ ＬＴＤ．の銀行借入 

143百万円、その他３件の銀行借入188

百万円に対し債務保証を行っておりま

す。 
    

 ４．当社及び連結子会社の一部において

は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行８行及び生命保険会社２社と当

座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 ４．当社及び連結子会社の一部において

は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行７行及び生命保険会社２社と当

座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に基づ

く当中間連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

 ４．当社及び連結子会社の一部において

は、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行７行及び生命保険会社２社と当

座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。これら契約に基づ

く当連結会計年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越限度額及び貸
出コミットメントの総
額 

24,860百万円

借入実行残高  313 

差引額 24,547百万円

当座貸越限度額及び貸
出コミットメントの総
額 

  23,360百万円

借入実行残高  － 

差引額   23,360百万円

当座貸越限度額及び貸
出コミットメントの総
額 

  23,360百万円

借入実行残高  － 

差引額   23,360百万円

※５．    ―――――― ※５．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

  受取手形        63百万円

※５．    ―――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目

及び金額は次のとおりであります。 

給料及び手当 12,221百万円

退職給付費用  903 

役員退職慰労引当金
繰入額 

 79 

賞与引当金繰入額  2,002 

広告宣伝費 4,869 

発送配達費  8,128 

減価償却費  778 

給料及び手当   11,992百万円

退職給付費用  868 

役員退職慰労引当金
繰入額 

 72 

賞与引当金繰入額       1,879 

貸倒引当金繰入額 223  

発送配達費       8,455 

減価償却費  716 

給料及び手当   24,688百万円

退職給付費用       1,935 

役員退職慰労引当金
繰入額 

 152 

賞与引当金繰入額 2,005 

貸倒引当金繰入額  521 

発送配達費       17,033 

減価償却費       1,562 

※２ 固定資産売却益の主なものは、土地

88百万円であります。 

※２ 固定資産売却益の主なものは、土地

145百万円であります。 

※２ 固定資産売却益の主なものは、土地88 

百万円、機械装置及び運搬具４百万円であ

ります。 
    
※３ 固定資産売却損の主なものは、土地

56百万円であります。 

※３ 固定資産売却損の主なものは、土地

19百万円、機械装置及び運搬具４百万

円であります。 

※３ 固定資産売却損の主なものは、土地113 

百万円、機械装置及び運搬具６百万円であ

ります。 
    
※４ 主な資産別内訳 ※４ 主な資産別内訳 ※４ 主な資産別内訳 

建物及び構築物 65百万円

機械装置及び運搬具  46 

撤去費用他  147 

計 259百万円

建物及び構築物   19百万円

機械装置及び運搬具  84 

撤去費用他  33 

計    138百万円

建物及び構築物    110百万円

機械装置及び運搬具  217 

撤去費用他  263 

計      592百万円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。 

    当社グループは、事業部門区分（ハ

ム・ ソーセージ部門、生肉部門及び調

理加工食品ほか部門）を基本単位として

グルーピングし、賃貸資産及び遊休資産

については個々の資産毎にグルーピング

しております。 

    営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスであり、回復が見込まれない事業

の資産及び時価が著しく下落している遊

休土地について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,791百万円）として特別損失に計上

しております。その内訳は、建物及び構

築物1,117百万円、機械装置及び運搬具

180百万円、土地452百万円、その他41百

万円であります。  

    なお、回収可能価額は使用価値あるい

は正味売却価額により測定しており、使

用価値については、将来キャッシュ・フ

ローを６％で割り引いて算定し、正味売

却価額については、路線価による相続税

評価額により評価しております。     

場所 用途 種類 

 東京都港区 
 外食事業用 

 店舗 

 建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

その他 

 岡山県赤磐

郡 

 調理加工食品

製造工場 

 建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

土地、その他 

 鹿児島県川

内市 

 遊休資産 

 

 土地 

 

※５     ―――――― ※５ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。 

    当社グループは、事業部門区分（ハ

ム・ ソーセージ部門、生肉部門及び調理

加工食品ほか部門）を基本単位としてグ

ルーピングし、賃貸資産及び遊休資産に

ついては個々の資産毎にグルーピングし

ております。 

    営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスであり、回復が見込まれない事業

の資産及び時価が著しく下落している遊

休土地について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,791百万円）として特別損失に計上し

ております。その内訳は、建物及び構築

物1,117百万円、機械装置及び運搬具180

百万円、土地452百万円、その他41百万円

であります。  

    なお、回収可能価額は使用価値あるい

は正味売却価額により測定しており、使

用価値については、将来キャッシュ・フ

ローを６％で割り引いて算定し、正味売

却価額については、路線価による相続税

評価額により評価しております。     

場所 用途 種類 

 東京都港区 
 外食事業用 

 店舗 

 建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

その他 

 岡山県赤磐

郡 

 調理加工食品

製造工場 

 建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

土地、その他 

 鹿児島県川

内市 

 遊休資産 

 

 土地 

 

   
※６ 当中間連結会計期間における税金費用

については、簡便法による税効果会計を

適用しているため、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業税」に含めて

表示しております。 

※６       同左 ※６     ───── 

   
※７ 厚生年金基金代行返上益は、平成17年

６月24日に厚生労働省より承認された責

任準備金の額と経過措置を適用した際の

代行部分に係る返還相当額の見積額との

差異であります。 

※７     ――――――  ※７ 厚生年金基金代行返上益は、平成17年

６月24日に厚生労働省より承認された責

任準備金の額と経過措置を適用した際の

代行部分に係る返還相当額の見積額との

差異であります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※８     ―――――― ※８ 事業再生費用 

 当中間連結会計期間において、当社グル

ープは再生プランにともなう特別損失を計

上しております。 

①生産拠点の閉鎖にともなう減損損失（注） 

         819百万円 

 ②生産拠点の閉鎖にともなう機械及び装置 

  の移設費用 

         232百万円 

 ③インターネット事業及び店舗の閉鎖にとも 

  なう除却損 

          69百万円 

   

（注）減損損失内訳  

    当社グループは、事業部門区分（ハ

ム・ ソーセージ部門、生肉部門及び調理

加工食品ほか部門）を基本単位としてグル

ーピングし、賃貸資産及び遊休資産につい

ては個々の資産毎にグルーピングしており

ます。 

    生産及び販売拠点の閉鎖による遊休資産

について、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（819百万

円）として特別損失に計上しております。

その内訳は、建物及び構築物246百万円、

機械装置及び運搬具291百万円、土地275百

万円、その他５百万円であります。  

    なお、回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、正味売却価額について

は、路線価による相続税評価額により評価

しております。     

場所 用途 種類 

 愛知県豊橋市
調理加工食品

製造工場 

 建物及び構築

物、機械装置

及び運搬具、

土地、その他 

※８     ―――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 210,482 － － 210,482 

合計 210,482 － － 210,482 

自己株式     

普通株式（注） 2,126 7 － 2,134 

合計 2,126 7 － 2,134 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり  
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 833 4 平成18年３月31日 平成18年６月28日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 10,308百万円

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

 △158 

現金及び現金同等物 10,150百万円

現金及び預金勘定   12,696百万円

有価証券勘定  300  

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△176 

償還期限が３か月を超え
る有価証券 

 △300 

現金及び現金同等物   12,519百万円

現金及び預金勘定   14,467百万円

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

 △125 

現金及び現金同等物   14,342百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

4,040 2,196 1,844 

工具器具及
び備品 

4,965 2,508 2,457 

その他 1,306 667 638 

合計 10,312 5,372 4,939 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

4,222 2,615 1,607

工具器具及
び備品 

4,918 2,980 1,938

その他 1,148 758 389

合計 10,289 6,353 3,935

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

4,277 2,631 1,646

工具器具及
び備品 

5,171 2,960 2,210

その他 1,362 828 533

合計 10,811 6,420 4,390

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,853百万円

１年超 3,085 

合計 4,939百万円

１年以内    1,756百万円

１年超 2,179 

合計    3,935百万円

１年以内    1,807百万円

１年超 2,583 

合計    4,390百万円

 なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 999百万円

減価償却費相当額 999 

支払リース料    989百万円

減価償却費相当額 989 

支払リース料    2,013百万円

減価償却費相当額 2,013 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他の有価証券で時価のある株式について11百万円減損処理を行っておりま

す。 

その他有価証券で時価のある株式は中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた場合

には減損処理を行うこととしております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 300 300 0 

合計 300 300 0 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 6,939 18,507 11,568 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 6,939 18,507 11,568 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券   

非上場株式 1,237 

非公募内国債券 10 

その他債券 167 



当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他の有価証券で時価のある株式について14百万円減損処理を行っておりま

す。 

その他有価証券で時価のある株式は中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた場合

には減損処理を行うこととしております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 当連結会計期間において、その他有価証券で時価評価されていない株式について39百万円減損処理を行ってお

ります。 

  
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 300 299 △0 

合計 300 299 △0 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 6,933 20,604 13,671 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 6,933 20,604 13,671 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券   

非上場株式 1,246 

非公募内国債券 － 

その他債券 178 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のある株式は連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には

全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた場合には

減損処理を行うこととしております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式について20百万円減損処理を行ってお

ります。 

  
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

国債・地方債等 300 299 △0 

合計 300 299 △0 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 6,877 22,189 15,311 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 6,877 22,189 15,311 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券   

非上場株式 1,189 

非公募内国債券 10 

その他債券 182 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

    該当事項はありません。 

ただし、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 506 533 27 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円） 

通貨 為替予約取引 315 349 33 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める食品事業の割合がいずれも90％を超えているた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 同     上 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 同     上 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 同     上 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 同     上 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 同     上 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 同     上 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 特記事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 600.40円

１株当たり中間純損失

金額 
6.69円

１株当たり純資産額    561.57円

１株当たり中間純損失

金額 
    7.10円

１株当たり純資産額    581.45円

１株当たり当期純損失

金額 
   40.17円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

        同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

り当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間（当期）純損失（△）（百万円） △1,394 △1,479 △8,371 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（△）(百万

円) 
△1,394 △1,479 △8,371 

期中平均株式数（千株） 208,370 208,352 208,367 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２ 3,955   5,836 8,110   

２ 受取手形  ※５  334   264 227   

３ 売掛金   55,384   57,719 49,426   

４ 有価証券    －   300 －   

５ たな卸資産   41,367   36,019 37,508   

６ 短期貸付金   981   419 627   

７ その他   5,153   2,533 2,014   

貸倒引当金   △34   △145 △129   

流動資産合計     107,142 49.6 102,948 49.2   97,785 46.8

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１         

１ 建物 ※２ 15,630   14,527 15,259   

２ 機械及び装置   14,767   13,307 14,703   

３ 土地 ※２ 16,460   15,891 16,202   

４ その他   2,081   1,956 2,030   

計   48,939   45,682 48,196   

(2）無形固定資産   978   894 1,046   

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券 ※２ 36,072   37,985 39,597   

２ 長期貸付金   15,197   15,375 15,316   

３ その他   12,960   14,693 14,258   

貸倒引当金   △5,153   △6,967 △6,515   

投資損失引当
金  

  －   △1,320 △850   

計   59,076   59,767 61,806   

固定資産合計     108,993 50.4 106,344 50.8   111,049 53.2

資産合計     216,136 100.0 209,293 100.0   208,835 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   882   703 637   

２ 買掛金   39,440   42,723 38,752   

３ コマーシャルペ
ーパー  

  9,000   － －   

４ １年以内に返済
予定の長期借入
金 

  612   612 612   

５ 未払法人税等   －   133 －   

６ 賞与引当金   1,421   1,392 1,429   

７ その他   12,453   10,479 9,777   

流動負債合計     63,810 29.5 56,044 26.8   51,209 24.5

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   15,000   15,000 15,000   

２ 長期借入金   12,620   21,407 21,648   

３ 役員退職慰労引
当金 

  525   398 551   

４ 債務保証損失引
当金  

  605   559 529   

５ その他   3,356   7,593 8,172   

固定負債合計     32,108 14.9 44,957 21.5   45,901 22.0

負債合計     95,918 44.4 101,002 48.3   97,110 46.5

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     22,415 10.4 － －   22,415 10.8

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   24,020   － 24,020   

資本剰余金合計     24,020 11.1 － －   24,020 11.5

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   5,603   － 5,603   

２ 任意積立金   58,592   － 58,592   

３ 中間未処分利益   3,663   － －   

４ 当期未処理損失    －   － 6,961   

利益剰余金合計     67,859 31.4 － －   57,234 27.4

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    6,704 3.1 － －   8,841 4.2

Ⅴ 自己株式     △782 △0.4 － －   △786 △0.4

資本合計     120,217 55.6 － －   111,724 53.5

負債資本合計     216,136 100.0 － －   208,835 100.0 

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  22,415 10.7  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   24,020   －   

資本剰余金合計    － －  24,020 11.5  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   5,603   －   

(2）その他利益剰余
金 

              

特別償却準備金   －   3   －   

固定資産圧縮積
立金 

  －   2,786   －   

別途積立金    －   35,300   －   

繰越利益剰余金   －   11,012   －   

利益剰余金合計    － －  54,705 26.1  － － 

４ 自己株式    － －  △790 △0.4  － － 

株主資本合計    － －  100,350 47.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  7,886 3.8  － － 

２ 繰延ヘッジ損益    － －  52 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  7,939 3.8  － － 

純資産合計    － －  108,290 51.7  － － 

負債純資産合計    － －  209,293 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記番
号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     214,160 100.0 201,374 100.0   423,306 100.0 

Ⅱ 売上原価     193,071 90.1 180,099 89.4   382,862 90.4

売上総利益     21,088 9.9 21,274 10.6   40,443 9.6

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    22,658 10.6 21,608 10.7   46,133 10.9

営業損失      1,569 △0.7 333 △0.1   5,689 △1.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   1,706 0.8 1,519 0.7   3,352 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   796 0.4 788 0.4   1,695 0.4

経常利益     － － 397 0.2   － －

経常損失      660 △0.3 － －   4,033 △1.0

Ⅵ 特別利益 ※３   643 0.3 155 0.1   664 0.2

Ⅶ 特別損失 
※４、
７、８ 

  2,042 1.0 2,081 1.0   4,185 1.0

税引前中間（当
期）純損失  

    2,058 △1.0 1,528 △0.7   7,554 △1.8

法人税、住民税
及び事業税 

※６ △823   166 81   

法人税等調整額   － △823 △0.4 － 166 0.1 4,225 4,306 1.0

中間（当期）純
損失  

    1,235 △0.6 1,695 △0.8   11,861 △2.8

前期繰越利益     4,899 －   4,899 

中間未処分利益     3,663 －   － 

当期未処理損失     － －   6,961 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本準備
金 

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 特別償却

準備金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
22,415 24,020 5,603 5 3,286 55,300 △6,961 57,234 △786 102,882 

中間会計期間中の変動額           

特別償却準備金の取崩し

（百万円）（注） 
      △2     2 －   － 

固定資産圧縮積立金の積立

て（百万円）（注）  
        35   △35 －   － 

固定資産圧縮積立金の取崩

し（百万円）（注） 
        △536   536 －   － 

別途積立金の取崩し（百万

円）（注）  
          △20,000 20,000 －   － 

剰余金の配当（百万円）

（注） 
            △833 △833   △833 

中間純損失（百万円）             △1,695 △1,695   △1,695 

自己株式の取得（百万円）                 △3 △3 

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額（純
額）（百万円） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － △2 △500 △20,000 17,974 △2,528 △3 △2,532 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
22,415 24,020 5,603 3 2,786 35,300 11,012 54,705 △790 100,350 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
8,841 － 8,841 111,724 

中間会計期間中の変動額         

特別償却準備金の取崩し（百

万円）（注） 
      － 

固定資産圧縮積立金の積立て

（百万円）（注）  
      － 

固定資産圧縮積立金の取崩し

（百万円）（注） 
      － 

別途積立金の取崩し（百万

円）（注）  
      － 

剰余金の配当（百万円）

（注） 
      △833 

中間純損失（百万円）        △1,695 

自己株式の取得（百万円）       △3 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）
（百万円） 

△955 52 △902 △902 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△955 52 △902 △3,434 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
7,886 52 7,939 108,290 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

製品・商品 

（販売用食肉及び販売用不 

動産を除く） 

……先入先出法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

  

販売用食肉 

……月別移動平均法による原

価法 

  

  

  

  

販売用不動産 

……個別法による原価法 

  

  

  

  

原材料（肥育牛を除く)、仕掛

品、貯蔵品 

……月別移動平均法による原

価法 

  

  

  

  

肥育牛 

……個別法による原価法 

  

  

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物（建物

附属設備を除く）については、

定額法）を採用しております。 

 なお、主な資産の耐用年数は

以下のとおりであります。 

建物     24年～50年 

機械及び装置     9年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づいてお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員賞与の支払に備えるた

め、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 過去勤務債務は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生した事

業年度より費用処理することと

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 過去勤務債務は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生した事

業年度より費用処理することと

しております。 

 年金基金の代行部分について

は、平成17年３月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を

受け、新企業年金基金制度に移

行しておりましたが、平成17年

７月13日に国に返還額（最低責

任準備金）の納付を行いまし

た。  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）の退

職慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員（執行役員を含む）の退

職慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(5）債務保証損失引当金 

 債務保証に係る損失に備える

ため、被保証会社の財政状態等

を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。  
  

(5）債務保証損失引当金 

同左        

 （追加情報） 

 債務保証に係る損失に備える

ため、債務保証損失引当金を設

定し、繰入額を特別損失に計上

した結果、税引前当中間純損失

が30百万円増加しております。 

(5）債務保証損失引当金 

  債務保証に係る損失に備える

ため、被保証会社の財政状態等

を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。  

 （追加情報） 

 債務保証に係る損失に備える

ため、債務保証損失引当金を設

定し、繰入額を特別損失に計上

した結果、税引前当期純損失が

529百万円増加しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（6）   ―――――― 
  

（6）投資損失引当金  

   投資に係る損失に備えるため、

被投資会社の財政状態等を勘案

し、損失負担見込額を計上して 

おります。 

 （追加情報） 

 投資に係る損失に備えるた

め、投資損失引当金を設定し、

繰入額を特別損失に計上した結

果、税引前当中間純損失が470百

万円増加しております。  

（6）投資損失引当金  

   投資に係る損失に備えるた

め、被投資会社の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を計上

しております。  

 （追加情報） 

 投資に係る損失に備えるた

め、投資損失引当金を設定し、

繰入額を特別損失に計上した結

果、税引前当期純損失が850百万

円増加しております。  

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

 なお、為替予約取引について

振当処理の要件を充たしている

場合には振当処理を行っており

ます。また、金利スワップ取引

について特例処理の要件を充た

している場合には特例処理を行

っております。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   外貨建予定 

取引 

金利スワップ    借入金利息 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 

 為替予約は為替変動リスクを

ヘッジするため、金利スワップ

は金利変動リスクを回避する手

段として、実需の範囲内で行う

こととし、投機目的の取引は行

わない方針であります。また、

社内管理基準に基づき、財務デ

パートメントにて一元管理を行

うリスク管理体制をとっており

ます。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引は原則的に将来

の仕入予定に基づくものであ

り、実行の可能性が極めて高い

ため、有効性の判定は省略して

おります。 

 また、金利スワップ取引は特

例処理の要件を充たしているた

め有効性の判定は省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、中間貸

借対照表上流動資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、中間貸

借対照表上流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これにより税引前中間純損失は784百

万円増加しております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。  
  

      ―――――― 
  

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

17年４月１日以降開始する事業年度

から実施されることに伴い、当事業

年度より当該会計基準及び適用指針

を適用しております。これにより税

引前当期純損失は784百万円増加し

ております。 

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。  

 ――――――  

  

  

  

  
  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。  

  これまでの資本の部の合計に相当

する金額は108,237百万円でありま

す。 

  なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 ―――――― 

  

  

  
  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  88,953百万円     90,594百万円     89,305百万円

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

現金及び預金 120百万円

建物 1,103 

土地 80 

投資有価証券 300 

計 1,604百万円

現金及び預金    120百万円

建物      1,037 

土地  80 

投資有価証券  300 

計      1,538百万円

現金及び預金    120百万円

建物      1,076 

土地  80 

投資有価証券  300 

計     1,576百万円

 上記資産について、取引保証120百

万円、１年以内に返済予定の長期借入

金130百万円、長期借入金810百万円及

びギフト券発行残高98百万円の担保に

供しております。 

 上記資産について、取引保証120百

万円、１年以内に返済予定の長期借入

金130百万円、長期借入金680百万円及

びギフト券発行残高95百万円の担保に

供しております。 

 上記資産について、取引保証120百万

円、１年以内に返済予定の長期借入金

130百万円、長期借入金680百万円及び

ギフト券発行残高101百万円の担保に供

しております。 

 ３ 偶発債務 

   銀行借入等に対する保証債務     

 ３ 偶発債務 

   銀行借入等に対する保証債務     

 ３ 偶発債務 

   銀行借入等に対する保証債務     

ROCKDALE BEEF  
PTY.LTD. 

6,623百万円

㈲環境ファーム  1,599 

ITOHAM AMERICA,INC.  982 

デリカジョイ㈱  658 

㈱大龍  650 

FIVE STAR BEEF LTD.  609 

AMERICAN PEPTIDE  
COMPANY,INC. 

 249 

協栄ファーム㈲  133 

WYOMING PREMIUM  
FARMS，LLC. 

 122 

MCKEY FOOD SERVICES 
LTD. 

 69 

その他１件  66 

計 11,763百万円

ROCKDALE BEEF 
PTY.LTD. 

   8,100百万円

㈲環境ファーム       2,120 

㈱大龍  650 

デリカジョイ㈱ 609 

FIVE STAR BEEF 
LTD.  497 

AMERICAN PEPTIDE
COMPANY,INC. 

 371 

ITOHAM AMERICA,
INC.  340 

ITOHAM NEW ZEALAND
LTD.  

 221 

INDIANA PACKERS 
CORP. 

 85 

協栄ファーム㈲  80 

その他４件  282 

計     13,358百万円

ROCKDALE BEEF  
PTY.LTD. 

   7,984百万円

㈲環境ファーム       1,920 

デリカジョイ㈱       671 
ITOHAM AMERICA, 
INC.  656 

㈱大龍  650 
FIVE STAR BEEF  
LTD. 

528 

AMERICAN PEPTIDE 
COMPANY,INC. 

 393 

ITOHAM NEW ZEALAND 
LTD.  

 143 

INDIANA PACKERS  
CORP. 

 83 

協栄ファーム㈲  80 

その他５件  282 

計     13,395百万円

 ４ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行７行及び生命保

険会社２社と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

 ４ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行及び生命保

険会社２社と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当中間会計期間末の借

入未実行残高は次のとおりであります。 

 ４ 当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行及び生命保

険会社２社と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越限度額及び
貸出コミットメント
の総額 

23,800百万円

借入実行残高  － 

差引額 23,800百万円

当座貸越限度額及び
貸出コミットメント
の総額 

  22,300百万円

借入実行残高  － 

差引額   22,300百万円

当座貸越限度額及び
貸出コミットメント
の総額 

  22,300百万円

借入実行残高  － 

差引額   22,300百万円

※５     ―――――― ※５ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をし

ております。なお、当中間会計期間の末

日は金融機関の休日であったため、次の

中間期末日満期手形が中間期末残高に含

まれております。 

  受取手形        22百万円

※５     ―――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 162百万円

受取配当金  332 

賃貸料  1,034 

受取利息    166百万円

受取配当金  371 

賃貸料       870 

受取利息    327百万円

受取配当金  645 

賃貸料       2,045 

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

社債利息 130百万円

不動産費用  589 

支払利息    115百万円

社債利息 110 

不動産費用  475 

社債利息    240百万円

不動産費用       1,230 

※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの ※３ 特別利益のうち主なもの 

  
 （注）平成17年６月24日に厚生労働省より

承認された責任準備金の額と経過措置を

適用した際の代行部分に係る返還相当額

の見積額との差異であります。 

土地売却益 79百万円

投資有価証券売却益   － 

厚生年金基金代行返
上益（注） 

 465 
  

土地売却益   144百万円

投資有価証券売却益 5 

 （注）平成17年６月24日に厚生労働省より

承認された責任準備金の額と経過措置を

適用した際の代行部分に係る返還相当額

の見積額との差異であります。 

土地売却益      88百万円

投資有価証券売却益  86 

厚生年金基金代行返
上益（注）  

 465 

※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの ※４ 特別損失のうち主なもの 

貸倒引当金繰入額 361百万円

固定資産除却損  220 

債務保証損失引当金
繰入額 

 605 

減損損失  784 

貸倒引当金繰入額    295百万円

固定資産除却損  96 

投資損失引当金繰入
額  

 470 

債務保証損失引当金
繰入額 

 30 

事業再生費用  1,106 

貸倒引当金繰入額   1,226百万円

固定資産除却損  490 

投資有価証券評価損   122 

債務保証損失引当金
繰入額 

 529 

投資損失引当金繰入
額  

 850 

減損損失   784 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,249百万円

無形固定資産  126 

有形固定資産    2,224百万円

無形固定資産  138 

有形固定資産    4,848百万円

無形固定資産  266 

※６ 当中間会計期間における税金費用につ

いては、簡便法による税効果会計を適用

しているため、法人税等調整額は「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表示し

ております。 

※６       同左 ※６     ───── 

 ※７ 減損損失     

     当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しております。 

    当社は、事業部門区分（ハム・ソーセ

ージ部門、生肉部門及び調理加工食品ほ

か部門）を基本単位としてグルーピング

し、賃貸資産及び遊休資産については

個々の資産毎にグルーピングしておりま

す。 

 上記賃貸資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（784百万円）として特別損失に

計上しております。その内訳は、建物

679百万円、機械及び装置40百万円、そ

の他64百万円であります。 

 なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

 東京都港区  賃貸資産 

 建物、機械及

び装置、その

他 

 ※７ 減損損失     

        ―――――― 
  

 ※７ 減損損失     

     当事業年度において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上して

おります。 

    当社は、事業部門区分（ハム・ソーセ

ージ部門、生肉部門及び調理加工食品ほ

か部門）を基本単位としてグルーピング

し、賃貸資産及び遊休資産については

個々の資産毎にグルーピングしておりま

す。 

 上記賃貸資産について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（784百万円）として特別損失に計

上しております。その内訳は、建物679百

万円、機械及び装置40百万円、その他64

百万円であります。 

 なお、回収可能価額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュ・フロー

を６％で割り引いて算定しております。 

場所 用途 種類 

 東京都港区  賃貸資産 

 建物、機械及

び装置、その

他 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ※８     ――――――    
  

 ※８ 事業再生費用     

     当中間会計期間において、当社は再生プラ

ンにともなう特別損失を計上しております。 
  

①生産拠点の閉鎖にともなう減損損失（注） 

       819百万円 

②生産拠点の閉鎖にともなう機械及び装置の 

 移設費用 

       232百万円 

③インターネット事業の撤退にともなう 

 除却損 

        55百万円 

  

（注）減損損失内訳 

    当社は、事業部門区分（ハム・ソーセージ

部門、生肉部門及び調理加工食品ほか部門）

を基本単位としてグルーピングし、賃貸資産

及び遊休資産については個々の資産毎にグル

ーピングしております。 

 生産拠点の閉鎖による遊休資産について、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（819百万円）として特別損失

に計上しております。その内訳は、建物240百

万円、機械及び装置291百万円、土地275百万

円、その他11百万円であります。 

 なお、回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、正味売却価額については、路

線価による相続税評価額により評価しており

ます。 

場所 用途 種類 

愛知県豊橋市 
 調理加工食品 

製造工場 

 建物、機械及び

装置、土地、そ

の他 

 ※８     ――――――     
  

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間 
増加株式数（千株）

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式（注） 2,126 7 － 2,134 

合計 2,126 7 － 2,134 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 194 136 57 

車輌運搬具 310 127 183 

工具器具及び
備品 

3,075 1,521 1,553 

その他 638 413 225 

合計 4,219 2,198 2,020 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械及び装置 206 163 43

車輌運搬具 326 193 133

工具器具及び
備品 

2,913 1,773 1,139

その他 608 405 202

合計 4,054 2,535 1,518

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械及び装置 204 151 52

車輌運搬具 326 160 165

工具器具及び
備品 

3,170 1,795 1,375

その他 664 473 191

合計 4,366 2,581 1,784

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 727百万円

１年超 1,292 

合計 2,020百万円

１年以内   634百万円

１年超 884 

合計      1,518百万円

１年以内    681百万円

１年超 1,103 

合計      1,784百万円

 なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

同左  なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 397百万円

減価償却費相当額 397 

支払リース料   368百万円

減価償却費相当額 368 

支払リース料    789百万円

減価償却費相当額 789 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 576.95円

１株当たり中間純損失

金額 
5.93円

１株当たり純資産額    519.76円

１株当たり中間純損失

金額 
    8.14円

１株当たり純資産額    536.22円

１株当たり当期純損失

金額 
    56.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

        同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

り当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間（当期）純損失（△）（百万円） △1,235 △1,695 △11,861 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失（△）(百万

円) 
△1,235 △1,695 △11,861 

期中平均株式数（千株） 208,371 208,353 208,367 



(2）【その他】 

 特記事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第66期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出 

  

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年７月25日関東財務局長に以下の有価証券報告書の訂正報告書を提出 

事業年度（第63期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。  

事業年度（第64期）（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。  

事業年度（第65期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。  

事業年度（第66期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。  

平成18年12月15日関東財務局長に以下の有価証券報告書の訂正報告書を提出  

事業年度（第66期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。  

  

(3）半期報告書の訂正報告書 

平成18年７月25日関東財務局長に以下の半期報告書の訂正報告書を提出 

（第64期中）（自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。  

（第65期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。  

（第66期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。  

  

(4）訂正発行登録書 

   平成18年５月22日関東財務局長に提出 

   平成18年６月28日関東財務局長に提出 

  平成18年７月25日関東財務局長に提出 

  平成18年12月15日関東財務局長に提出 

  平成18年12月20日関東財務局長に提出 

  

(5）臨時報告書 

  平成18年５月22日関東財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月20日

伊藤ハム株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桑野 知泰   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡沼 照夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 義敬   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている伊藤ハ

ム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、伊藤ハム株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定資

産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

伊藤ハム株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡沼 照夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧 美喜男   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 義敬   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている伊藤ハ

ム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、伊藤ハム株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原

本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月20日

伊藤ハム株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 桑野 知泰   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡沼 照夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 義敬   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている伊藤ハ

ム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、伊藤ハム株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月20日

伊藤ハム株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡沼 照夫   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧 美喜男   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 義敬   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている伊藤ハ

ム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、伊藤ハム株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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